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洪水及び土砂災害の予報のあり方について 

◆背景
　社会が複雑化し、多様な要望が民間事業者にも多く寄せられるようになっており、
民間事業者の役割が増してきている。特に防災においては、住民が自主的に避難
行動をとるための情報として、より一層活用されるよう、住民に寄り添った「伝わる」
呼びかけを推進することが重要である。

◆ポイント
１）Official VoiceとSingle Voice
２）情報の活用度向上
３）気象予報士資格

「防災気象情報の伝え方に関する検討会」資料抜粋
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洪水及び土砂災害の予報のあり方について 

◆Official VoiceとSingle Voice

　国が発信する防災に関連する情報は、現状様々な省庁・部局から出されてい
る。
　これらの情報がバラバラでは、利用者に混乱が生じる可能性があるため、公
式な防災情報は統一されている必要がある。　
　公式な情報（Official Voice）は、統一されている（Singleである）べきで、警報
は国が公式に発表すべきであると考える。

　一方、内閣府も指針を出しているように、防災の基本は自助であり、自主的な
判断ができるようにしていくことが重要である。
　自助のための自主的かつ適切な判断をするには、判断に役立つ情報を複数
選択できることが良く、その部分は民間事業者が担うことができる。
　例えば、国が発信する警報は広域に出されるが、自主的な判断のための、よ
り細かい地点の情報などは、民間事業者がニーズに沿った形で出すことができ
ると考えている。
　民間事業者が防災に関する情報を出すことは、Single Official Voiceとは対立
せず、適切に自助を支援することが可能である。
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洪水及び土砂災害の予報のあり方について 

◆情報の活用度向上

　自助を基本とした防災行動を促すためには、情報の活用度の向上が重要で
ある。
　
　現代社会は技術の発展も含めて急速に変化しており、将来の社会状況を的
確に予測することは極めて困難である。よって、情報の活用度向上を図るため
には、規制をかけるのではなく、自由度を最大限にする方が、様々な状況に対
応しやすくなると考えている。

　一方、自由度を高くすることにより、将来問題が発生する可能性も考えられる
が、あらかじめ規制することより、出来るだけ規制を無くしつつ、課題が発生し
た際に、速やかに改善対応する柔軟なスタンスが、情報の活用度向上と情報
の信頼性を両立させることが出来ると考える。

　また、一般の住民から寄せられる洪水・浸水や土砂災害に関する様々な情報
（テキスト、画像等）なども、AI技術などを用いて、有用な情報として活用出来る
ようになってきている。これら民間事業者の技術を活用することで、自助をベー
スにした個々の住民の防災力の向上に寄与できる。
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洪水及び土砂災害の予報のあり方について 

◆気象予報士制度

民間事業者は、現状独自の気象予測を行うために気象予報士を配置してい
る。

　洪水や土砂災害の予報を行うためには専門知識が必要となることが想定さ
れるが、洪水や土砂災害の発生頻度は雨が起因となる場合が圧倒的に多く、
気象予報士が有する知見が最も役立ち、考察・判断に適していると考えられ
る。また同資格の活躍の場が広がることも期待できる。

　現状の予報士資格を細分化や、資格の新設は不要で、現在10,000人を超え
る気象予報士の人材とその知見を活用すべきではないかと考える。
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洪水及び土砂災害の予報のあり方について 

◆まとめ
洪水予報、土砂災害予報のあり方について、以下まとめると、

１）公助として、公式な防災情報は国が担うべき。加えて、民間事業者が出す情
報も活用することで、一般の住民の自助が促進する。
　ここで民間事業者が情報を発信することは、Single Official Voiceとは対立せ
ず進めることが可能であると考える。

２）自助を促進するためには、情報にアクセスしたい人がアクセスしやすい環境
を構築することが大切で、情報の活用度向上が重要である。
　そのためには、出来るだけ規制は少なくすべきである。さらに、情報の信頼性
に対しては、自助を促進するという観点で、民間事業者も常に改善を続けるべき
である。

３）専門性の高い情報ではあるが、洪水予報も土砂災害予報も雨が起因となる
ことが圧倒的に多いため、現状の予報士資格を細分化したり、資格の新設した
りすることなく、現在の気象予報士の人材を活用することで対応可能であると考
えている。
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